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総務・児童相談担当
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B110
市町村児童相談体制強化事業 民生費 児童虐待防止対策費

児童福祉法、児童虐待の防止等に関する法律 戦略項目

分野施策 010102 児童虐待防止対策の充実

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 繰 入 金 諸 収 入

決定額 34,067 1,746 24,063 397 7,861 △953

前年額 35,020 1,755 30,481 392 2,392

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

児童福
祉費

児童福祉総務
費

事 業
期 間

平成23年度～ 根 拠
法 令

　市町村に対し職員の研修その他の援助を行い、児童虐
待の早期発見及び早期かつ適切な対応の強化を図る。
　また、モデル市に指定する県内２市において児童虐待
防止のための積極的施策を展開し、その効果を検証する
とともに、全県展開のための課題等を検討する。
１　キーパーソン養成事業　2,451千円
２　市町村職員等の専門性向上事業　5,287千円
３　児相ＯＢ職員の市町村派遣事業　2,266千円　　
４　児童虐待相談体制モデル事業　 24,063千円

（１）事業内容
　　ア　キーパーソン養成事業（１０～１月）　　　　　２，４５１千円
　　　　市町村において児童家庭相談に応じる職員を対象に、８日間の研修を実施する。
　　イ　市町村職員等の専門性向上事業（５～２月）　　５，２８７千円
　　　　市町村職員が児童福祉司任用資格を取得したり、CSPトレーナーとなるために必要となる講習会や、学校の教職
　　　員等に対する研修及び主任児童委員等に対する研修を実施する。
　　ウ　児相ＯＢ職員の市町村派遣事業（４～３月）　　２，２６６千円
　　　　虐待対応に精通した児相ＯＢ職員を市町村に派遣し、市町村の家庭児童相談や虐待対応について、助言その他の
　　　援助を行う。
　　エ　児童虐待相談体制モデル事業（４～３月）　　２４，０６３千円
　　　　モデル市２市に対し、スーパーバイザーを派遣するとともに、児童虐待相談体制づくりの経費を補助する。
　　
（２）事業計画
　　ア　キーパーソン養成事業
　　　　前期研修（講義、４日間）、後期研修（児童相談所での実地研修、３日間）
　　イ　市町村職員等の専門性向上事業
　　　　児童福祉司任用資格取得講習（３日間）　CSPトレーナー養成講座（６、７、９月に各１回、各４日間）
　　　　学校の教職員等に対する研修（３日間）　主任児童委員等に対する研修（１日×７回）
　　ウ　児相ＯＢ職員の市町村派遣事業
　　　　６市町村に派遣
　　エ　児童虐待相談体制モデル事業
　　　　２市で実施
（３）事業効果
　　　　虐待対応研修受講者数　３６０人
　　　　ＣＳＰトレーナー養成数　６０人

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　事業の一部を県内ＮＰＯ法人に委託

事業主体：県
負担区分：（県１０／１０）【1、2の一部】
　　　　　（国１／２、県１／２）【2の一部、3】
　　　　　（県２／３、市１／３）【4】

　普通交付税（単位費用）
　(区分)社会福祉費(細目)児童福祉費(細節)児童相談所
　費(積算内容)児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業

　　9,500千円×5.5人＝52,250千円

前年との
対比

― 福祉部 B110 ―
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